
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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事務所、店舗兼公
会堂等

高層店舗兼事務所ビルが
建ち並ぶ中心的商業地域

新宿640 m

特にない ４０ｍ都道 新宿駅
西方640 m

わが国の景気は緩やかに回復しており、不動産投資意欲も旺盛な状況
が継続しているが、金利の先高感等の不確実性に注視が必要である。

西新宿オフィスエリアの高度商業地域であり、稀少性は高く投資需要
は堅調である。

個別的要因の変動はない。

新宿駅西口エリアは日本を代表するオフィスエリアの一つであり、新宿駅周辺では再整備が進行中である。今後
は再整備により街の更新がなされ、引き続き高い競争力を維持するものと予測する。
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更地としての鑑定評価
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円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

高層店舗兼事務所ビルが建ち並ぶ中心的商業地域に所在し、典型的な需要者は投資目的の不動産業者等であることから
、市場性を反映した実証的な価格である比準価格と賃貸経営の投資採算性を示す収益価格を検討すると考えられる。両
試算価格を再吟味した結果、妥当性は検証できたことを踏まえ、両価格の説得力は同程度であることから、比準価格と
収益価格を関連づけ、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、都心区に存する事務所や店舗が建ち並ぶ高度商業地域一帯である。中心となる需要者は、大手不動産業
者や資金調達能力を有する法人投資家等である。投資意欲は旺盛な状態が続いており、稀少性のある優良物件に対する
需要は引き続き底堅い。市場の中心となる価格帯は、物件規模等の個別性を反映して様々であり、中心価格帯を見出す
ことは難しい。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1
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新宿(都) －5 13
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の適用

業者名

氏名
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令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 3

新宿(都)　5 － 13 東京都 区部第３ 不動産鑑定士  松浦　理映子

一般財団法人　日本不動産研究所　本社事業部
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